


　津波による浸水被害は、宮城県で10万世帯超、仙台市
では8千世帯超にも及び、住宅と同様に漁港・農地は、甚大
な被害を受けています。富県・宮城の基礎である、漁業・
農業の生活産業基盤の回復のため、がれき処理を急ぎ、
被災地第一次産業の再生を最優先に行い、被災者の就労
の場を一刻も早く確保しなければなりません。

　農業復活のために、海水を浴びてしまった農地の早急
な再生が求められます。本県では、4月29日から除塩作業
が行われておりますが、まだ1割程度しか進んでおりま
せん。来年度、米の作付ができるよう排水機整備等を急
がねばなりません。そして、未来を見据えた農地の利用
集積を図り、日本の未来を牽引する食糧基地としての役
割を担っていく必要があります。

沿岸部の深刻な被害

未来を見据えた農地の再生

　東日本大震災に伴う
大津波により、宮城県
沿岸の下水処理場は甚
大な被害を受け、全て
稼働が停止しました。
完全復旧に1年半かか
ると言われており、現
在は幅・深さ35メート
ルの仮設の沈殿池を設
置し、消毒処理する応急復旧が実施されています。沿岸地
域の皆さまのために、生活排水の節水といった身近なこ
とから、私たちに出来ることをはじめていきましょう。

　いちご農家の園芸施設復旧と出荷への問題等を主な
議題として、亘理町議会議員との意見交換を行いまし
た。亘理町は東北有数のいちごの生産拠点であります。
この度の震災により、いちご農家の95パーセントが被災
しました。そのような境遇にありながらも、栃木県、宮城
県種苗センター、宮城県内の農協からの苗の無償提供を
受け、被災した70ヘクタールのうち、15ヘクタールの現
地再建が進められています。今年のクリスマスに出荷し
ようと尽力する方々の姿がありました。

下水処理場の現状・私たちに出来ること

宮城復興　いちご農家の確かな一歩

簡易処理の応急復旧を実施

農地における土地利用工夫の一例

台移転し、職住分離を推し進めるにあたり、元々住んでいた沿岸地域の地盤沈下した土地（危険区域・建

築制限地域）を今後、震災前の価格で買い取るのか。震災後の価格で買い取るのか。また、海岸線から何

キロ圏内なのか。いまだ、指針が示されておりません。この問題の解決が、沿岸部市町の復興計画を推進する

必須条件であります。一刻も早い政府の決断が求められます。
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　現在、日本全国では放射能に対する関心が非常に高く、悲しい
ことに風評被害も起きています。行政が担っていかなければなら
ない役割は、徹底した検査を行い、基準値を超えるものは市場
には絶対にださないこと、そして、検査をクリアした農林水産
物の安全性をアピールし、「宮城県産」というブランドを守って
いくことです。

　子どもたちを安全な環境で育てていくこと。それは大人の責務
であり、未来の宮城を形づくることでもあります。本県では市町
村の協力のもと、保育所・幼稚園・学校等（1,622施設）の園庭や校庭
の空間放射線量調査、学校屋外プール検査を行い、その結果を
公表し、いずれも基準値を下回っております。

宮城の農林水産物を安全に消費してもらうために

　東日本大震災では、基地局の被災やアクセス集中によ
り、被災地、被災者との通信手段が全て機能不全となり
ました。この事実を今後の危機管理の教訓とし、大規模
災害の際も通信手段が確保されるような強固な防災通
信システムの構築を目指さなければなりません。

子どもたちを放射能から守る

　震災からの復旧のみならず、「復興」を成し遂げるた
めに、仙台空港の貨物ハブ化の実現を目指します。
　日本では現在、24時間の国際貨物空港として関西国
際空港が力を入れております。東アジアの急速な経済
成長で貨物空港の需要は今後も見込まれております。
　過密する羽田・成田の首都圏空港にかわる東日本地
区の貨物空港として、仙台空港は代替地の役割を担う
可能性を兼ねています。

仙台空港を東北、東日本の物流拠点に！仙台空港を東北、東日本の物流拠点に！提言2

災害に強い最先端防災通信システムの構築災害に強い最先端防災通信システムの構築提言1

その1

その2

～復旧から　　　へ～～復旧から　　　へ～

これからの宮城を議会で提言

「復興」「復興」「復興」「復興」

全国瞬時警報システム（Jアラート）に、ラジ
オ、メール、ワンセグ等の多様な情報伝達経路
を組み合わせるなどして、宮城県の危機管理
能力・災害対応力を強化します。

日本の科学技術を結集し、コストは国・事業
者・国民で持ち合うことで、「災害時こそ携帯
電話がつながる」通信基盤を構築します。将来
のために、長い年月を要しても訴え続けます。

台風・地震・津波警報
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瞬時瞬時

間放射線量の測定をはじめ、農

林水産物、農業用土壌、海水、水

道水、学校施設等の放射性物質影響調

査を引き続き実施し、その結果を県民

に公表する安全監視体制を強化して

いくことは重要であります。

　それと同時に必要なのは放射線の健康リスクを

科学的医学的に分かりやすく説明することです。

放射能による風評被害により、農林水産業・観光

業は深刻な経済的損出で

あり、多くの雇用が失われ

ております。消費者が過剰

反応することのないように

冷静な対応を呼びかけて

いくことも大事であります。

放射能放射能放射能
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の震災を機に、有事には日本のみ

ならず、世界を支援することのでき

る災害支援物資の物流一大拠点として、

また、平時には富県・宮城の産業の基軸と

なるような仙台空港の活用を提言して参

ります。これは日本のみならず世界から多くの支

援物資をいただいた方々への恩返しになります。

Point
Check

こ

暮らしを守るために、安全監視体制の強化を！暮らしを守るために、安全監視体制の強化を！

最先端防災通信システム イメージ図
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